
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
令和６年４月改定 

鹿屋市 高齢福祉課 
 

 

住宅改修の手引き 
 



 

 

はじめに 

介護保険住宅改修費支給制度とは、要介護（支援）状態になった人が、可能な限り、居宅

でその有する能力に応じ自立した生活を営むことができるよう、住環境を整えるために必要

な費用の一部が支給されるものです。利用者が暮らしやすい住環境を整えるためには、利用

者の身体状況、日常生活の様子や住宅状況などを総合的に勘案したうえで、住宅改修を行う

必要があります。 

この冊子は、介護保険制度における住宅改修が適切かつ効果的に行われ、住宅改修費の支

給を円滑に行うことを目的として作成したものです。住宅改修を行う際は、本冊子に記載さ

れている内容を遵守し手続き等を進めていただきますよう、ご理解とご協力をお願いいたし

ます。 

なお、鹿屋市介護保険福祉用具購入費等受領委任払実施要綱の改正に伴い、「住宅改修の手

引き」の一部を変更しています。 

 

変更点について（令和４年２月～改正分） 

 旧 新 

事前申請書類（P11） ・承認後、書類を返却する ・承認後、書類の返却なし 

工事途中、一部改修の 

中止や見積額の変更があ

った場合（P12） 

 ・見積書や平面図等の必要書類

の提出を求める 

工事完了後の 

提出書類（P13） 

・住宅改修費支給申請書 ・介護保険居宅介護（介護予防）

住宅改修費支給申請書 

・事前申請書類含めた書類一式 ・工事完了後のみの書類一式 

領収書 

（P13） 

・コピーをしたもの ・原本 

※原本に市の受付印を押印し返

却します。 

受領委任払様式 

（P24） 

・介護保険住宅改修費受領委任払

承認申請書 

・介護保険住宅改修費受領委任払

に係る委任状 

・介護保険福祉用具購入費等受

領委任払事前承認申請書（兼着

工事前確認）（住宅改修用） 

事前承認後の連絡 ・電話連絡 ・メールで連絡 



 

 

受領委任払の承認の可否 ・電話連絡 ・メールで連絡 

 

介護保険住宅改修費受

領委任払登録事業者 

令和３年４月以降、登録のあった業者については令和４年２月

以降も引き続き令和６年３月 31 日まで有効とします。 

 

 旧 新 

住宅改修理由書作成手数料

提出書類の一部変更につい

て 

・請求書 

・住宅改修費支給申請に係

る理由書作成実績報告書 

・住宅改修が必要な理由書

の写し 

・請求書 

・住宅改修費支給申請に係

る理由書作成実績報告書 

※住宅改修理由書作成手数料提出書類については、令和４年２月から住宅改修が必要な理由

書の写しの提出は不要となります。 

 

【目 次】 
１ 事業の概要 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P １ 

２ 住宅改修費の支給限度額 ・・・・・・・・・・・・・・・・P １ 

３ 住宅改修費の種類 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 3 

４ 住宅改修費の支給方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・P 8 

５ 住宅改修の計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P 9 

６ 「住宅改修が必要な理由書」作成の留意事項・・・・・・・ P 14 

7 標準審査期間と住宅改修費支給について・・・・・・・・・ P 17 

8 住宅改修費における介護給付適正化について ・・・・・・・P 17 

9 申請書等の様式及び記入例・・・・・・・・・・・・・・・ P 18 

（１）住宅改修の理由書 1 ページ目（表面） 記入例 ・・・・・・・・P18 

（２）住宅改修の理由書 2 ページ目（裏面） 記入例 ・・・・・・・・P19 

（３）住宅改修事業者に係る説明書・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ20 

（４）介護保険住宅改修 工事見積書・内訳書 記入例・・・・・・・ Ｐ21 

（５）動線記入例 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ22 

（６）住宅改修工事写真（改修前・改修後）作成例・・・・・・・・・ Ｐ23 

（７）介護保険福祉用具購入費等受領委任払事前申請書・・・・・・・ P２4 

（８）住宅改修費支給申請書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ P２5 
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１ 事業の概要 

 

（１）支給対象者 

要支援１・２または要介護１～５の認定を受けている鹿屋市の被保険者です。 

※認定を受けていても入院中の方や施設サービスを受けている人は原則対象になりません｡

（一部対象となる場合もあります。） 

 

（２）対象となる住宅 

対象被保険者の住民票上の住所地（被保険者証に記載の住所）で、かつ現に居住してい

る住宅です。また、高齢者に適したつくりとなっているはずの特定施設（軽費老人ホー

ム、養護老人ホーム、有料老人ホーム）、グループホーム、高齢者向けの住宅は原則支給

対象外です。 

 

（３）給付の決定 

対象被保険者の心身の状態や住宅の状況から、現時点で基本的な日常生活に必要と認め

られる改修が給付対象となり、支給の対象となる工事内容であるかどうかは、保険者であ

る鹿屋市が決定します。 

 

 

２ 住宅改修費の支給限度額 

 
住宅改修費は、鹿屋市が必要であると認めた住宅改修にかかった実際の費用のうち、介護保

険負担割合証に記載された割合による自己負担分を控除した額を給付します。 

ただし、同一住宅で１人につき２０万円の上限額が設定されています。（給付額は給付の割

合が９割の方で１８万円となります。） 

また、２０万円未満の工事を行い、残額がある場合は、残額分について次回の住宅改修時に

支給対象として申請できます。（例えば、初回の住宅改修費用が１５万円の場合、次回の住宅

改修時には５万円までが対象となります。） 

なお、利用者が自分で材料を購入し、利用者または家族などによって住宅改修が行われる場

合は材料費のみが対象となります。 

また、保険料滞納による給付制限（自己負担３割～４割）は、住宅改修費の給付にも適用さ

れます。 
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【支給限度額の特例】 

①  最初の住宅改修から要介護度が著しく重くなった場合、支給限度残額が２０万円に戻りま

す。この例外は同一住宅、同一要介護者について 1 度だけ適用されます。 

初回の住宅改修時の要介護区分 追加の住宅改修時の要介護区分 

経過的要介護 

要支援 1（H18 以前は要支援） 
要介護 3 以上 

要支援 2・要介護 1  要介護 4 以上 

要介護 2 要介護 ５ 

例）要介護 1（20 万円利用）→要介護 3（利用不可）→要介護 4（20万円利用可） 

要介護 1（10 万円利用）→要支援 1（10 万円利用）→要介護 3（利用不可） 

要介護 1（20 万円利用）→要介護 4（改修せず）→要介護 3（利用不可） 

 

② 転居した場合は支給限度残額が２０万円に戻ります。但し、住宅改修費の支給を受けた後

に他の家屋へ転居し、その後、住宅改修の支給を受けた家屋に戻った場合は、最初の家屋の

支給限度額が適用されます。 

例）住所Ａ（20 万円利用）→住所Ｂ（20 万円利用）→住所Ｃ（20 万円利用可） 

住所Ａ（20 万円利用）→住所Ｂ（20 万円利用）→住所Ａ（利用不可） 

住所Ａ（15 万円利用）→住所Ｂ（10 万円利用）→住所Ａ（5 万円利用可） 

※①②とも、残金があっても、上限額は一律２０万円となります。 
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３ 住宅改修の種類 

（１）手すりの取付け 

廊下､トイレ､浴室､玄関､玄関から道路までの通路等に転倒予防や移動又は移乗動作が利 

用者の身体の現状維持や改善に役立てることを目的として設置するものです｡ 

【事 例】 

○給付対象となるもの × 給付対象とならないもの 

〇 居室内の手すり（居間・トイレ・浴 

室・玄関・階段等） 

〇 敷地内の手すり（玄関ポーチ、門扉まで

の通路等） 

〇 手すりの付け替え、移設（身体状況に合

っていない場合） 

 

× 福祉用具貸与の対象となる手すり 

× 敷地外の手すり 

× 手すりの機能外の付加部分 

（紙巻器付き手すりの紙巻器部分等） 

× 扉や家屋に固定されていない家具への手

すりの設置 

× 既存手すりの老朽化・汚損による取替 

※次の事項に該当する場合は、計画にあたって十分な検討をお願いします。 

●表面が金属の手すり設置（ステンレス製屋外手すり等） 

日向では高温になるため火傷することがあり、日陰では冷たく心臓の負担となることがあり

ます。 

●跳ね上げ、着脱式の手すり設置 

使い方を誤ると可動部分を原因とする事故や故障が起こる可能性があります。説明書どおり

の操作を期待できる状況が必要です。 

●壁付やＬ型以外の手すり端部 

横手すりや階段手すりの端部が突き出している場合、衣類の袖口等に引っ掛かり転倒の原因

となります。 

●特殊形状の手すり 

部材の特性と利用状況が合っていないと、使い難い場合があります。（楕円手すり、平手す

り、ディンプル付き、クネット等） 

●部材の選択 

家のイメージに合わない等の理由で必要以上に高価な部材を希望されたとしても、介護保険 

の制度の性質上、必要最低限の機能を満たす部材での工事をお願いしています。 
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（２）段差の解消 

居室、廊下、トイレ、浴室、玄関等の各部屋間の床の段差や玄関から道路までの通路等の 

段差又は傾斜を解消するものです。具体的には、敷居の撤去、スロープの設置、浴室の床の

かさ上げ等を想定しています。 

 

【事 例】 

○給付対象となるもの × 給付対象とならないもの 

〇 敷居の撤去 

〇 スロープの設置工事 

〇 浴室の床のかさ上げ 

〇 居室、廊下の段差をなくす工事 

〇 玄関上り框等の段差に踏み台を固定設 

置する工事 

〇 浴槽の取替え（またぎ高さ、浴槽深 

さ、浴室床と浴槽底の高低差が軽減 

される場合） 

〇 段差の段数を増やして段の高さを軽減 

する工事 

〇 玄関から敷地外までの通路の敷石によ 

る凹凸をモルタル等で平坦にする工事 

〇 路面が傾斜で車椅子等での通行に支障 

がある場合に路面を水平にする工事 

 

× 福祉用具貸与の対象となる「スロープ」 

又は特定福祉用具購入の対象となる

「浴室すのこ」を置くことによる床段

差の解消 

× 踏み台を固定せず、置くことによる段差

解消 

× 昇降機、リフト段差解消機等の動力に 

より段差を解消する機器を設置する工事 

× 掘りごたつや床下収納を塞ぐ工事 

× 破損や老朽化による段差の修繕 

× 必要性の整合が取れない段差解消 

（同一動線上の複数の段差において、段差

解消の有無が有る等） 

× 浴槽を広くする目的での浴槽の取替え 

× 床下収納やスペースを埋める工事 

※次の事項に該当する場合は、計画にあたって十分な検討をお願いします。 

●居室や廊下の床のかさ上げ 

敷居撤去やスロープ設置等で対応できない場合に限り、給付対象となります。 

●浴室床かさ上げ 

床をかさ上げすることにより浴室床と浴槽底の段差が大きくなると、浴槽出入り時にバラン

スを崩し転落しやすくなります。 

●浴槽の取替え 

浴槽の取替えが給付対象となるのは、浴槽の深さや浴室床と浴槽底の高低差等の段差解消の

必要性がある場合です。浴槽を広くしたいという理由では、給付対象となる住宅改修の種類

に該当しないため、給付対象になりません。 
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●浴室すのこを床材として利用することによる浴室床かさ上げ 

住宅改修で利用するには、すのこを容易に取り外しができないよう、工事により固定する必

要があります。固定すると浴室床の清掃が難しくなり、衛生上の問題が生じることがあるた

め、特定福祉用具購入での利用をお勧めしています。 

●必要以上の幅員に対する段差解消 

踏み台や通路においては通行に必要な幅員のみを面積按分して給付対象とします。（利用者

の状況により個別に判断します。） 

 

 

（３）滑りの防止及び移動の円滑化等のための床又は通路面の材料の変更 

居室においては畳敷きからフローリング材、浴室においては床材の滑りにくいものへの変 

更、通路面においては滑りにくい舗装材への変更等を想定しています。 

 

【事 例】 

○給付対象となるもの × 給付対象とならないもの 

〇 畳から板製床材、ビニール製床材等へ 

の変更 

〇 浴室床材を滑りにくい床材に変更 

〇 屋外通路を滑りにくい舗装材に変更 

〇 階段への滑り止め材の固定設置 

〇 滑り止め剤の塗布 

× 老朽化及び破損による床材の張り替え 

× 同じ材質への床材の張り替え（木製 

板材から木製板材等） 

× 転倒時のけが防止を理由とする柔らかい

床材への変更 

× 浴室用すべり止めマットの設置 

× 取り外すことを前提として簡易に設置す

るもの 

※次の事項に該当する場合は、計画にあたって十分な検討をお願いします。 

●滑り止めテープの貼付け 

十分な耐久性があるか確認が必要です。 

●必要以上の幅員に対する床材変更 

通路においては通行に必要な幅員のみを面積按分して給付対象とします。 

（利用者の状況により個別に判断します。） 
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（４）引き戸等への扉の取替え 

開き戸を引き戸、折戸、アコーディオンカーテン等に取り替えるといった扉全体の取替え

のほか、扉の撤去、ドアノブの変更、戸車の設置等も含みます。但し、引き戸等への扉の取

替えにあわせて自動ドアとした場合は、自動ドアの動力部分の費用は対象外となります。 

 

【事 例】 

〇 給付対象となるもの × 給付対象とならないもの 

〇 開き戸から引き戸、折戸、アコーディ 

オンカーテンへの取替え 

〇 ドアノブの変更（玉ノブをレバー式等 

に変更） 

〇 戸車、レールの設置、取替え 

〇 扉の吊り位置変更 

〇 扉位置の変更 

〇 扉の撤去 

〇 門扉の取替え 

× 引き戸への変更の際に自動ドアにする 

場合の動力関係部分 

× 引き戸等の新設（ただし、状況によって

は対象となる場合もある） 

× 老朽化による取替え、修理 

× 直接利用者が使用しない扉 

× 破損による怪我を防ぐための扉ガラス部

分の材質変更 

 

※次の事項に該当する場合は、計画にあたって十分な検討をお願いします。 

●重い引き戸から軽い引き戸への変更 

他に方法がない場合のみ給付対象となります。 

●扉位置の変更（見かけ上の新設） 

扉位置の変更の必要性がある際に、扉位置の変更等に比べ費用が低く抑えられる場合に限り､

元の扉位置をふさぐ工事を行わないことが可能です。この場合、元の扉を利用しなくなる状

況が明確に示される必要があります。 

 

 

（５）洋式便器等への便器の取替え 

和式便器から洋式便器等への便器の取り替えや、既存の便器の位置や向きを変更する場合

を想定しています。和式便器から暖房機能及び洗浄機能等が付加されている一体式の洋式便

器への取替えは含まれますが、既に洋式便器である場合、これらの機能の付加のみは対象に

なりません。また、非水洗和式便器から水洗洋式便器又は簡易水洗式洋式便器に取り替える

場合は、水洗化又は簡易水洗化にかかる部分の費用は、保険給付の対象となりません。 
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【事 例】 

〇 給付対象となるもの × 給付対象とならないもの 

〇 和式便器から洋式便器（一体型として 

洗浄機能等が付加されたものを含む） 

への取替え 

〇 既存の便器の位置や向きの変更 

 

× 特定福祉用具購入の対象となる「腰掛 

便座」を置くことによる設置 

× 洋式便器の便座を洗浄機能等が付加され 

た便座へ取替えるもの 

× 水洗化又は簡易水洗化にかかる費用 

 

※次の事項に該当する場合は、計画にあたって十分な検討をお願いします。 

●和式便器から洋式便器への取替え 

洗浄機能等が付加された便座を選択する場合､洗浄便座“一体型”の便器であれば対象となる

が､“組み合わせ型”便器の場合､洗浄機能が付いた部分は対象外とします。 

●トイレの移設に伴い和式便器を洋式便器に取替える場合 

便器及びその設置費用のみ給付対象となります。元のトイレが残る場合は取替えではなく新

設となるので給付対象となりません。 

 

 

（６）上記（１）～（５）までの住宅改修に付帯して必要となる住宅改修 

①手すりの取付け 

手すりの取付けのための下地補強 
 

② 段差の解消 

浴室の床のかさ上げに伴う給排水設備工事、スロープの設置に伴う転落や脱輪防止を目的と

する柵や立ち上がりの設置 
 

③ 床又は通路面の材料の変更 

床材の変更のための下地の補修や根太の補強又は通路面の材料の変更のための路盤の整備 
 

④ 扉の取替え 

扉の取替えに伴う壁又は柱の改修工事 
 

⑤ 便器の取替え 

便器の取替えに伴う給排水設備工事（水洗化、簡易水洗化に係るものを除く）、床材の変更 
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【その他注意事項】 

介護保険の住宅改修は、あくまで利用者の日常生活動作を支援するためのものです。対象

となるのは日常生活のために必要な最低限の改修であり、「日常生活動作動線に関わらない

改修」「古くなったものを新しくするための改修」「見栄えを良くするための改修」等は住

宅改修の対象外です。また、家のイメージに合わない等の理由で必要以上に高価な部材を希

望された場合は介護保険の制度の性質上、必要最低限の機能を満たす部材での工事をお願い

しています。事前申請後の審査に過剰な工事や介護保険の住宅改修の規定に当てはまらない

工事と認められた場合などは給付対象外となります。 

介護保険住宅改修の対象とならない工事の例 

・庭の手入れをするため、縁側から庭への出口の段差を解消する工事 

・趣味で使用する部屋に手すりを設置する工事 

・新しく部屋を増築しバリアフリーにする工事 

・老朽化し、たてつけが悪くなってきた扉を新しいものに変更する工事 

・その他、日常生活の動線に関わらないと思われる工事や、本人の身体状況や家屋の状態か

ら見て不要及び過剰と思われる工事 

 
 
 
４ 住宅改修費の支給方法 

住宅改修費の給付を受けるには､改修を行う前に高齢福祉課に事前申請を行い､承認を得る必

要があります。承認を受ける前に行った改修は給付対象となりません。改修後に住宅改修費支

給申請を行い､改修前に承認を受けた内容どおりの施工が確認された後に給付が行われます。 

【支給方法】 

住宅改修費の支給方法は、「償還払」・「受領委任払」の２種類です。 

償還払方式 利用者は、いったん工事費用全額を住宅改修事業者に支払い、給付対

象部分の９割又は８割若しくは７割の金額が、後日、鹿屋市から利用

者へ給付されます。 

受領委任払方式 利用者は、自己負担分の１割又は２割若しくは３割の金額のみ住宅改

修事業者に支払い、残りの９割又は８割若しくは７割については、鹿

屋市から施工業者に支払います。 

【注意事項】※老介発0713第１号平成27年７月13日「費用負担の見直しに係る事務処理の取扱いについて」より 

事業者が領収する時期が遅れる場合であって、当該時期の遅れにより利用者負担割

合が変更になってしまう場合には、変更前のサービス提供年月（工事完了日）を利用

者負担割合の適用年月とします。 
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５ 住宅改修の計画 
 
（１）住宅改修の計画作成者 

●「住宅改修が必要な理由書」は基本的には居宅介護サービス計画（介護予防サービス計

画）を作成する介護支援専門員（地域包括支援センターの担当職員）が作成します。

（介護報酬の解釈１平成30年４月版(青本)P1382より）  ※他の介護保険サービス

を受けていないためケアプラン作成者がいない場合など、やむを得ない場合、鹿屋市が

認める有資格者が「住宅改修が必要な理由書」を作成する場合もあります｡ 

●担当介護支援専門員等以外の者が理由書を作成する場合は、必ず介護支援専門員等と十

分な連携を行ってください。連携を行った介護支援専門員等は、理由書1ページ(表面)に

署名してください。 

●住宅改修事業者に住宅改修の相談があった際、ケアプラン作成者がいる場合は必ずケア

プラン作成者に連絡し、十分な打合せを行ってください。 

 

（２）住宅改修の計画の検討 

●「住宅改修が必要な理由書」も、他のサービスの計画と同様に、利用者や家族の希望を

取り入れつつ、利用者の自立につながるような改修計画である必要があります。   

●計画作成の際は、利用者の日常生活動線を具体的に想定し、身体状況から支障となる箇

所について、住宅改修事業者や他のサービス提供者等に意見を求め、改善方法の検討を

行うことになります。特に利用頻度が高いと考えられる「排泄」、「入浴」、「外出」

の動線については必ず検討し、必要と判断した場合は、利用者や家族に対して提案や助

言を行ってください。 

●保険給付については、法令等により給付金額や改修内容に制限があるため、希望通りの住 

環境整備ができないこともあります。居室の変更や荷物の整頓による動線の見直し、他の 

リフォーム補助制度（鹿屋市支え愛ファミリー住宅改修応援事業）、自費での施工等、保 

険外利用についても併せて検討してください。 

 

（３）住宅改修事業者との連絡・調整 

●住宅改修業者に鹿児島県や鹿屋市の指定はありません。担当介護支援専門員等と相談し、

改修内容を決めたのち、住宅改修事業者を選定してください。なお、業者の選定にあたっ

ては、複数の業者に見積もりを依頼し、比較・検討したうえで１社を選ぶことをお勧めし

ます。 

●介護支援専門員等は、住宅改修事業者に対して理由書を元に住宅改修の計画を説明し、計

画内容を共有してください。 
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●住宅改修事業者は、担当介護支援専門員等に対して見積書や図面等を提供し、施工内容を

説明してください。また、工事のスケジュール、経過等を連絡し、施工上、計画の変更が

必要と判断した場合は、その時点で担当介護支援専門員等や市に必ず相談してください。

現場の施工業者と利用者間のみで改修の変更を行った場合等、事前申請と異なる改修は、

原則、給付対象と認められません。 

 

（４）住宅改修後の評価 

●住宅改修完了後は、改修目的が達成できたか評価を必ず行い､今後のプランに反映してく

ださい。 

 

（５）住宅改修手続きの流れ 

① 相談・住宅改修事業者の選定 

 

 

 
 

【住宅改修相談手順】  
 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住宅改修事業者へ直接住宅改修の相談があった場合、複数の見積書取付けについての説

明や利用者の資料開示は、地域包括支援センターの職員及び介護支援専門員が行うもの

であるため、地域包括支援センター又は居宅介護支援事業所へ連絡し、連携してくださ

い。 

 

い る 

要介護１～５の方 要支援１・２の方 

担当介護支援専門員 

担当の介護予防

支援事業所へ 

連絡 

地域包括支援 

センターに相談 

要介護（支援）認定を受け、住宅改修のサービスを希望する被保険者は、担当の介護支

援専門員等に相談し、住宅改修理由書の作成を依頼します。 

担当介護支援専門員 

居宅介護支援

事業所に相談 

担当の居宅介護

支援事業所へ 

連絡 

い る いない いない 
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② 事前申請 ⇒ 支給要件の確認、工事の必要性、書類の不備等を確認します 

  留意事項に注意し、次の書類を提出してください。 

書 類 留 意 事 項 

住宅改修が

必要な 

理由書 

・要介護者の心身の状況、日常生活上の動線、住宅の状況、福祉用具の導入状況

等を見て、住宅改修の必要性を判断するうえでの重要な資料です。具体的に詳

しく記載してください。 

・作成者は、基本的に居宅サービス又は介護予防サービス計画を作成しており、

個別の利用サービスを総合的に把握している、介護支援専門員及び地域包括支

援センターの担当職員です。 

・介護支援専門員等以外の方が「理由書」を作成する場合は、介護支援専門員等

と十分連絡調整のうえ協力して進めてください。 

・理由書作成後は、連携を行った介護支援専門員等が理由書1ページ目（表面）

に署名をしてください。 

住宅改修事

業者に係る

説明書 

・１社のみの見積書取り付けにて住宅改修事業を決定した場合に必要です。 

２社以上見積書を取り付けた場合には、全ての見積書を添付してください。 

見積明細書 

(住宅改修

事業者が 

作成) 

 

 

 

・国が示す様式を参考とした鹿屋市の見積書様式を参考に、必要事項を記入して

ください。住宅の種類、写真番号、改修箇所（改修箇所の番号も付番してくだ

さい。）、名称、商品名・企画・寸法等、介護保険対象部分（介護保険対象外

部分）、改修費用の内訳がわかるよう、材料費、施工費、諸経費等を適切に区

分したものとなります。（「〇〇〇一式」は認められません。） 

・介護保険対象工事種別を明記し（（１）手すりの取付け・（２）段差の解消

…）、必要に応じて、保険対象部分が適切に算出されたことがわかるように 

その算出方法を明示します。 

・FAXで送付されたものは認められません。 

・消費税を計算した後の値引きは認められません。 

平面図 

 

 

 

 

・改修箇所を記入すること。 

・矢印（   、   、   ）等により、利用者の動線を記入ください。 

・手すりは長さや取り付け位置が確認できるよう記載してください。 

・床材の変更や嵩上げは、改修箇所の寸法を記載してください。 

・部屋の名称は「住宅改修にかかる理由書」、「見積明細書」と一致するようお

願いします。 

・既設手すり等がある場合は、記載をお願いします。 



12 

 

工事前 

写 真 

 

・改修箇所の位置や、改修が必要な状態が分かるよう撮影してください。 

・段差はスケールをあて、改修前の状態が分るよう撮影してください。 

・写真には撮影日を入れてください。日付機能のない写真機の場合は、黒板や用

紙に明記し改修場所と一緒に撮影してください。 撮影日がないものは受付でき

ませんので注意してください。 

・安全確認のために、下地の強度の他、踏み台は固定であるか、手すりは埋め込

み式であるか等についての記入、また、手すりの中間にジョイントが入る場合

等は図で表示してください。 

住宅位置図

（地図） 

・地番表記のある地図を使用し、改修する住宅の住所と、被保険者証に記載され

ている住所が一致しているか確認してください。 

承諾書 

 

・住宅の所有者が、利用者本人でない場合は、住宅の所有者が承諾したことが確

認できる書類を添付してください。住宅又は土地所有者が同居の夫婦である場

合は省略できますが、夫婦であっても、現況で同居状態にない場合は省略でき

ません。 

・市営（県営）住宅は、市（県）が交付する承諾（承認）したことが確認できる

書類を添付してください。 

介護保険福

祉用具購入

費等受領委

任払事前承

認申請書

（兼着工事

前確認） 

・受領委任払の場合に必要です。 

 

③ 事前申請の承認 

    

 

※ 市からの事前承認決定後に、工事内容・金額・施工業者等の変更、工事を取りや 

 

 

※ 工事完了後に変更があったことが判明した場合は、原則、給付対象外となりますので必

ず変更前に市へご相談ください。 

※ 工事途中、一部改修の中止や見積額に変更があった場合、平面図や見積書等、必要書類

の提出をしていただくことがあります。 

 

・申請書類の審査後、市から理由書作成者へ着工許可をメールにて連絡をします。 

・受領委任払の場合、承認の可否について市からメールにて連絡します。 

・書類の返却はせず、市側で保管しますので、改修完了後は領収書等の提出を行ってく

ださい。 

・なお、認められない工事（部分）については介護保険の対象となりません。 
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④ 工事の着工・完了、工事費用の支払い 

 

 

※ 施工後、適宜担当介護支援専門員等は、日常生活行為の改善や介助負担の改善などの

住宅改修の効果について確認してください。 

 

⑤  工事完了後の申請 

以下の書類を提出ください。 

書 類 留 意 事 項 

住宅改修費

支給申請書 

 

 

 

介護保険居宅介護（予防）住宅改修費支給申請書 

・住宅の所有者欄は必ず記載してください。 

・基本的に申請者と口座名義人は同一者ですが､異なる場合は委任状が必要です｡ 

・訂正印は申請者と同じ印鑑を使用してください。 

・口座振込依頼欄の記載の際は、通帳の口座番号の確認をお願いいたします。 

内訳明細書

(住宅改修業

者が作成) 

・事前申請時と金額が相違していないか確認してください。 

工事後 

写 真 

 

・改修箇所の位置や、改修後の状態が分かるよう撮影してください。 

・改修前後を比較できるよう、できるだけ改修前の写真と構図をそろえて撮影 

してください。 

・改修後の状態が分るように、高さや長さなど、スケールやメジャーで測り、 

そのメモリがわかるような写真も添付してください。 

・手すりや踏み台の写真は、固定部をはっきり写してください。手すりは部材種

別や数量を確認しますので、長尺で見切れる場合は、複数枚に分けて撮影して

ください。 

領収書 

（原本） 

 

・領収書の宛先は利用者のフルネームを記載してください。 

・施工業者の代表者印又は会社印、及び担当者印を押印してください。 

・住宅改修をしたことが分かる但し書きを記載してください。 

・介護保険給付対象金額と介護保険給付対象外金額とを分けて発行ができない場

合は、領収書の額面金額のうち、介護保険給付対象金額と介護保険給付対象外

金額の内訳を但し書きにて記入してください。 

(例：領収書 額面金額 ￥100,000 

但し､介護保険給付対象金額７0,000円､介護保険給付対象外金額３0,000円) 

・収入印紙には割印を入れてください。 

住宅改修工事の実施後、住宅改修事業者へ代金を支払い、領収証を受け取ります。 
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・明細書に無い値引きをしないでください。 

 

⑥ 支給 

 

 

 

 

 

 
 
 
６ 「住宅改修が必要な理由書」作成の留意事項 
●1 ページ目（表面） 

＜基本情報＞ 利用者欄は、被保険者証を確認し記載してください。 

（１）被保険者番号 

被保険者証に記載されている番号を転記してください。2号被保険者で新規申請中の場合

は、まだ被保険者証が無いため空欄となります。 

 

（２）要介護度、有効認定期間 

理由書作成日の状況を記載してください。新規申請中等、不明の場合は空欄となります。

新規、更新申請中の場合はその旨、記載してください。 

 

（３）住所 

被保険者証の住所を確認し記載してください。建物名称や地番の枝番、アパート等の部屋

番号も省略せず記載してください。また、持ち家か持ち家でないか、いずれかにチェック

を入れてください。 

 

（４）作成者 

１ 介護支援専門員 

２ 作業療法士 

３ 福祉住環境コーディネーター2 級以上の資格を有する者、その他これに準ずる資格等を

有する者 

４ 地域包括支援センターに勤務する保健師・社会福祉士・看護師・社会福祉主事 

5 住宅改修についての相談、助言等を行っている福祉・保健・医療または建築の専門家 

※基本的に、「住宅改修にかかる理由書」の作成は、居宅介護サービス計画（介護予防サ

ービス計画）作成者の業務です。 

住宅改修費の給付を行います。 

支給の決定後 〈償還払〉 利用者本人へ決定通知書を送付し、支給申請書に指定された金融 

機関口座へ振込みをします。 

〈受領委任払〉 住宅改修事業者へ決定通知書を送付し、予め指定された 

住宅改修事業者の金融機関口座へ振込みをします。 
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（５）包括または担当ケアマネ記入欄 

介護支援専門員等以外の者が理由書を作成した場合に、理由書作成者と連携を行った介護

支援専門員または地域包括支援センター職員が署名をしてください。 

 
 

＜総合的状況＞ 住宅改修のためのアセスメントになります。利用者・家族の生活状況や生活上

の希望について総合的に把握し、ポイントを押さえて端的にご記入ください。 

（１）利用者の身体状況 

住宅改修の必要性についての身体的な根拠となることについて記入ください。病歴や 

入退院、身体状況（認知症の進行、可動域制限等）、立ち上がりや跨ぎ動作、屋内外の

移動（伝い歩き、杖歩行、車椅子自走等）といった生活動作の状況について記載してく

ださい。 

 

（２）介護状況 

どのように介護を受けているかで必要な改修内容も異なります。介護サービスやそれ 

以外のサービス利用状況、家族介護の状況等を記載してください。通院等、外出状況に

ついても、改修の目的の根拠となりますので記載してください。 

 

（３）福祉用具の利用状況と住宅改修後の想定 

利用者の身体状況から利用している福祉用具は、介護保険での利用分に限らずチェッ

クを入れます（１本杖等）。手すりについては、工事により家屋に固定されているもの

はチェックを入れません。改修前、改修後の欄は、それぞれの時点での利用状況を考え

チェックを入れます。（例：住宅改修で手すりを設置することによりレンタル手すりを

利用しなくなる場合は､改修前のみチェックを入れる。） 

 

（４）住宅改修により利用者等は日常生活をどう変えたいか 

利用者の希望をそのまま書くのではなく、利用者の希望を受けて、上記 (１)～(３)の

内容、住宅の状況等を踏まえ、作成者が、どの生活動線の不具合をどのように改善した

いかを記述してください。 

また、今回の改修で対応しない日常生活動線がある場合や、通常と異なる改修を行う

場合（跳ね上げ手すり、床面のかさ上げ等）は、その検討（既設手すりがあり不要等）

の記述をお願いします。 
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●２ページ目（裏面） 

住宅改修の具体的な計画を記入します。 

１ページ目の「住宅改修により利用者等は日常生活をどう変えたいか」を踏まえて、生活動

線上の場所、動きを改修箇所ごとに、具体的に記述してください。 

〈活動〉 

①  改善しようとしている生活動作 

チェックを入れることで、動線のどこに支障があるか確実に把握します。 

（１）排泄 

排泄を目的とした寝室や居室等とトイレ間の移動や、トイレ内での動作について記載

します。 

 

（２）入浴 

入浴を目的とした寝室等の居室と浴室間の移動や浴室内での入浴動作について記載し

ます。入浴の目的でなければ､浴室や脱衣所までの移動があってもこの欄には記載しま

せん。 

 

（３）外出 

外出を目的とした、寝室や居室等から敷地外までの移動について記載します。敷地外

への移動が目的でなければ、この欄には記載しません。また、通院の為等、日常の動

線として外出が必要な理由も記載してください。 

 

（４）その他の活動 

上記、３つのどれにも該当しない目的の場合に記載します。    

                     

② ①の具体的な困難な状況 

困難な状況を具体的に記述することで、改修目的を明確にします。 

（例：寝室からトイレまでの移動時に、トイレ入り口に２センチの段差があり、引き

ずり歩行のため、つまずき転倒しそうになる。） 
 

③ 改修目的・改修箇所と改修後期待される効果 

困難な状況を住宅改修によりどのように改善するのか、チェックを入れることで、改

修目的、期待効果を明確にします。これは、住宅改修後の評価の際、目的が達成できた

かの判断基準にもなります。具体的な困難な状況を、改修目的・期待効果に結び付ける

改修内容と、それにより生活動作がどのように改善されるかを、平面図や工事写真に記
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載されている改修箇所の番号に対応させて記述します。 

（例：①トイレ入り口にスロープを設置し、つまずき転倒を防止することで、安全に

トイレの出入りができる。） 

※市へ提出する前に記入箇所や提出書類に不備・不足のないよう、理由書２ページ目（裏

面）下部のチェック欄をご活用ください。 
 
 

7 標準審査期間と住宅改修費支給について 

・事前申請 

受付日から事前承認までの審査期間は約１週間程度を要する事に加え、現地調査や書類不

備による差し替え等に備えて、余裕をもって申請してください。ただし、緊急やむを得な

い場合はこの限りではありません。なお、書類の差替え等を要した場合は、これ以上の期

間を要する場合があります。 

・支給申請（住宅改修費支給申請） 

受付は月末締めで翌月住宅改修費を支給します。ただし､書類等に不備があった場合はこの

限りではありません。 
 
 

8 住宅改修費における介護給付適正化について 

鹿屋市では鹿児島県介護給付適正化プログラムに基づき、適正な住宅改修の給付を行うた

め、申請内容を審査する上で、内容の聞き取りや関連書類の提出等を依頼することがあり、

場合により助言・指導を行います。 

また、住宅改修を行う利用者の自宅へ現地確認に伺うことがあります。この場合、ケアプ

ラン作成者や住宅改修事業者にも立ち合いをお願いする場合がありますので、ご協力をお願

いします。 
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住
宅
改
修
が
必
要
な
理
由
書

<基
本

情
報

>

歳
明
治

大
正

昭
和

年
月

日
令

和
年

月
日

令
和

年
月

日

年
月

日
 

～
年

月
日

資
格

<総
合

的
状

況
>

利 用 者

被
保

険
者

番
　

　
号

年
齢

生
年
月
日

性
別

作 成 者

現
地
確
認
日

作
成
日

連
絡

先

１
 ・

 ２
 １

　
 ・

　
 ２

　
 ・

　
 ３

　
 ・

　
 ４

　
 ・

　
 ５

住
宅

改
修

業
者

名
（施

工
事

業
者

名
）

有
効

期
間

所
属
事
業
所

被
保

険
者

氏
　

　
名

要
介

護
認

定
（該

当
に

○
）

要
支
援

氏
  

 名
氏

名

住
　

　
所

氏
　

　
名

電
話

番
号

要
介

護
立

会
人

保 険 者

確
認
日

  
  

  
 　

　
年

　
　

月
　

　
日

評 価 欄

　

※ 包 括 ま た は

介 護 支 援 専 門 員

記 入 欄

事
業

所
名

住
宅
改
修
に
よ
り
、

利
用
者
等
は
日
常
生
活

を
ど
う
変
え
た
い
か

介
護
状
況

●
手
す
り

●
認
知
症
老
人
徘
徊
感
知
機
器

・ ・

　
　

　
　

　
　

※
介

護
支

援
専

門
員

等
以

外
の

者
が

理
由

書
を

作
成

し
た

場
合

に
連

携
を

行
っ

た
介

護
支

援
　

　
　

　
　

　
　

専
門

員
等

が
記

入
く
だ

さ
い

。

●
床
ず
れ
防
止
用
具

●
体
位
変
換
器

利
用
者
の
身
体
状
況

福
祉
用
具
の
利
用
状
況
と

住
宅
改
修
後
の
想
定

改
修
前
改
修
後

●
車
い
す

●
特
殊
寝
台

●
ス
ロ
ー
プ

●
歩
行
器

●
歩
行
補
助
つ
え

●
入
浴
補
助
用
具

●
簡
易
浴
槽

●
移
動
用
リ
フ
ト

●
腰
掛
便
座

●
特
殊
尿
器

●
そ
の
他

・

男
女

持
ち
家

持
ち
家
で
な
い
。
承
諾
書
あ
り
。

償
還
払

受
領
委
任
払

申
請
書

委
任
状

★
有

効
期

間
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

★
持

ち
家

か
を

確
認

し
、

チ
ェ

ッ
ク

し
て

く
だ

さ
い

★
立

会
人

と
、

施
工

事
業

者
名

を
記

入
し

て
く
だ

さ
い

★
介

護
支

援
専

門
員

等
以

外
の

者
が

理
由

書
を

作
成

し
た

場
合

に
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連
携
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行

っ

た
介

護
支

援
専

門
員

等
の

氏
名

を
記

入
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て
く
だ

さ
い

。

★
償

還
払

い
が

困
難

な
場

合
に

、
受

領
委

任
払

い

を
説

明
し

て
く
だ

さ
い

。

１
ペ

ー
ジ

目
表

面
(記

入
例
)

9 申請書等の様式及び記入例 

申請書等の様式については、最新のものを確認し使用してください。鹿屋市のホームペー

ジからダウンロードできます。  鹿屋市 高齢福祉課 各種申請書   検索  

（１）【住宅改修の理由書 １ページ目（表面）】記入例 
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住
宅

改
修

が
必

要
な

理
由

書

<
表

面
の

「
総

合
的

状
況

」
を

踏
ま

え
て

、
①

改
善

を
し

よ
う

と
し

て
い

る
生

活
動

作
②

具
体

的
な

困
難

な
状

況
③

改
修

目
的

・
改

修
箇

所
と

改
修

後
期

待
さ

れ
る

効
果

を
具

体
的

に
記

入
し

て
く
だ

さ
い

>

　
　

（
扉

の
開

閉
を

含
む

）

　
　

　
　
よ
う
に
す
る

（
扉
の
開
閉
を
含
む
）

　
　
不
安
の
軽
減

(洗
体
・
洗
髪
を
含
む
）

　
　
よ
う
に
す
る

（
扉
の
開
閉
を
含
む
）

　
　
不
安
の
軽
減

　
　
屋
外
移
動

　
　
よ
う
に
す
る

　
　
不
安
の
軽
減

  
  
 提

出
書

類

《
提

出
前

に
も

れ
が

な
い

か
チ

ェ
ッ

ク
!》

  
  

記
入

箇
所

（
　

  
  

  
  

  
  

　
　

　
　

　
）

そ の 他 の 活 動

居
間

の
コ

タ
ツ

か
ら

立
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上
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移

動
す

る
際
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③

手
す

り
の

設
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ラ
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転
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立
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が
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と
移

動
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つ
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た
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転
倒

し
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す

る
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と
な

く
で

き
る

。

い
る

。

外 出

玄
関

の
出

入
り

口
に

1
8
0
m

m
の

段
差

が
あ

り
①

手
す

り
の

取
付

け

杖
を

持
っ

て
移

動
し

て
い

る
が

、
段

差
に

つ
ま

手
す

り
を

握
る

こ
と

で
、

段
差

の
昇

降
を

ふ
ら

つ
き

な
く

行
う

こ
と

が
で

き
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ま

た
、

痛
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な
く
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の

上
げ

下
げ

づ
い

た
り

、
昇

降
時

に
ふ

ら
つ

き
転

倒
し

た
り

が
で

き
、

玄
関

へ
の

出
入

り
が

転
倒

す
る

こ
と

な
く

行
え

る
。

（
　

  
  

  
  

  
  

　
　

　
　

　
）

（
　

　
　

　
  

  
  

  
 　

　
　

）

す
る

危
険

性
が

あ
る

の
で

不
安

で
あ

る
。

②
段

差
の

解
消

1
8
0
m

m
の

段
差

の
下

に
9
0
m

m
の

ス
テ

ッ
プ
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を

設
置

す
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こ
と

で
、
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切

れ
し

な
く
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み

な
く

昇
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で
き

る
。

（
　

  
  

  
  

  
  

　
　

　
　

　
）

入 浴
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）
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）

活 動
①

改
善

を
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し

て
い

る
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活
動

作
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①
の

具
体

的
な

困
難

な
状

況
(・

・
な

の
で

・
・
で

困
っ

て
い

る
)を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
③

改
修

目
的

・
改

修
箇

所
と

改
修

後
期

待
さ

れ
る

効
果

(・
・
す

る
こ

と
で

・
・
が

改
善

で
き

る
)を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

排 泄

（
　

　
　

　
  

  
  

  
 　

　
　

）

ト
イ
レ
ま
で
の
移
動

ト
イ
レ
出
入
口
の
出
入

便
器
か
ら
の
立
ち
座
り
（移

乗
を
含
む
）

衣
服
の
着
脱

排
泄
時
の
姿
勢
保
持

後
始
末

そ
の
他

で
き
な
か
っ
た
こ
と
を
で
き
る
よ
う
に
す
る

転
倒
等
の
防
止
、
安
全
の
確
保

動
作
の
容
易
性
の
確
保

利
用
者
の
精
神
的
負
担
や
不
安
の
軽
減

介
護
者
の
負
担
の
軽
減

そ
の
他

浴
室
ま
で
の
移
動

衣
服
の
着
脱

浴
室
出
入
口
の
出
入

浴
室
内
で
の
移
動
（立

ち
座
り
を
含
む
）

洗
い
場
で
の
姿
勢
保
持

浴
槽
の
出
入
(立
ち
座
り
を
含
む
）

浴
槽
内
で
の
姿
勢
保
持

出
入
口
ま
で
の
屋
内
移
動

上
が
り
か
ま
ち
の
昇
降

車
い
す
等
、
装
具
の
脱
着

履
物
の
脱
着

出
入
口
の
出
入

出
入
口
か
ら
敷
地
外
ま
で
の

そ
の
他

そ
の
他

で
き
な
か
っ
た
こ
と
を
で
き
る

転
倒
等
の
防
止
、
安
全
の
確
保

動
作
の
容
易
性
の
確
保

利
用
者
の
精
神
的
負
担
や

介
護
者
の
負
担
の
軽
減

そ
の
他

で
き
な
か
っ
た
こ
と
を
で
き
る

転
倒
等
の
防
止
、
安
全
の
確
保

動
作
の
容
易
性
の
確
保

利
用
者
の
精
神
的
負
担
や

介
護
者
の
負
担
の
軽
減

そ
の
他

で
き
な
か
っ
た
こ
と
を
で
き
る

転
倒
等
の
防
止
、
安
全
の
確
保

動
作
の
容
易
性
の
確
保

利
用
者
の
精
神
的
負
担
や

介
護
者
の
負
担
の
軽
減

そ
の
他

被
保
険
者
番
号
、
氏
名
、
年
齢
、
住
所
等

要
介
護
度
、
有
効
期
間

支
払
方
法
(償
還
払
・受

領
委
任
払
)

作
成
日
、
立
会
人
、
住
宅
改
修
業
者
等

氏
名
・連

絡
先

改
修
項
目
・改

修
箇
所
（業

者
の
書
類
の
改
修
箇
所
の
番
号
に
対
応
さ
せ
て
記
入
）

理
由
書

見
積
書
及
び
内
訳
書

平
面
図
(動
線
記
入
済
)

写
真

ゼ
ン
リ
ン
地
図
(番
地
の
記
載
の
あ
る
も
の
)

★
提

出
前

に
、

も
れ

が
な

い
か

チ
ェ

ッ
ク

す
る

た
め

に
ご

活
用

く
だ

さ
い

。

★
改

修
目

的
は

左
の

□
に

チ
ェ

ッ
ク

し
、

右
の

欄
の

改
修

箇
所

は
業

者
の

書
類

の
「
番

号
」と

そ
れ

に
対

応
す
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。
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目
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(記

入
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（２）【住宅改修の理由書 ２ページ目（裏面）】記入例 
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【住宅改修事業者に係る説明書】 

 

私は、住宅改修を行うにあたり、複数の住宅改修の事業者から 

見積書取り付けが可能であることについて説明を受けました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日    説明者（          ） 

 
 ※利用者記入欄  
 
 
 

自署：                                

 

代筆の場合（代筆者氏名：                              ） 

 
 
 
 
・本用紙は 1 社のみ見積書を取り付けた場合に理由書等に添付し市へ提出ください。 
・2 社以上見積書を取り付けた場合は、理由書等に全ての見積もりを添付して提出 
ください。（２社以上の見積書を取り付ける場合は、同時見積りを行ってください。）           

・１社のみ見積書を取り付けた場合、金額や内容が利用者にとって明らかに不便や不 
利益を被る可能性のあるようなものについては、内容を協議する場合があります。 

 

「居宅介護住宅改修費及び介護予防住宅改修費の支給について」（平成 12 年 3 月 8 日 

老発 42 号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）の一部改正について より一部抜粋 

 

居宅介護サービス計画又は介護予防サービス計画を作成する介護

支援専門員及び地域包括支援センターの担当職員は、複数の住宅改

修の事業者から見積もりを取るよう、利用者に対して説明すること

とする。 

～根拠法令～ 
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【介護保険住宅改修 工事費見積書・内訳書】記入例 

 

数
量

単
位

金
額

（
６

）
①

1
階

洋
室

壁
下

地
補

強
版

A
B

C
社

 x
x-

9
8
7
a
 1

0
0
×

5
0
 L

＝
8
0
0

□
枚

□
□

□
□

□
□

○
枚

○
○

○
○

手
す

り
設

置
対

象
部

分
を

○
㎡

で
算

出

（
１

）
②

手
す

り
手

す
り

D
E

社
 z

-1
2
3
 木

製
(金

具
:ス

テ
ン

レ
ス

)
○

㎡
○

○
○

○
○

○
○

○
㎡

○
○

○
○

（
１

）
同

取
付

け
施

工
費

○
○

○
○

○
○

○
○

人
工

○
○

○
○

1
階

洋
室

計
○

○
○

○
○

○
○

△
△

△
△

（
３

）
1

階
和

室
・

Ｄ
Ｋ

撤
去

既
存

壁
・

床
撤

去
□

□
□

□
□

㎡
□

□
□

□

（
３

）
③

床
フ

ロ
ー

リ
ン

グ
張

□
□

□
□

□
□

㎡
□

□
□

□

（
３

）
フ

ロ
ー

リ
ン

グ
張

□
□

□
□

□
□

人
工

□
□

□
□

④
壁

月
桃

紙
軸

組
み

、
下

地
(P

B
1
2
m

m
)

○
○

○
○

○
○

○

④
天

井
木

質
ボ

ー
ド

張
り

○
○

製
厚

9
m

m
、

下
地

、
回

り
縁

共
○

㎡
○

○
○

○
○

○

家
具

・
雑

カ
ウ

ン
タ

ー
収

納
棚

w
＝

1
8
0
0
 h

＝
9
0
0

m

両
開

き
扉

、
金

物
オ

イ
ル

ス
テ

イ
ン

塗
装

共
○

○
○

○
○

○
○

（
３

）
1

階
和

室
・

Ｄ
Ｋ

計
○

○
○

○
△

△
△

△

(３
)(

５
)

1
階

ト
イ

レ
撤

去
既

存
壁

及
び

和
式

便
器

、
床

撤
去

工
事

費
○

㎡
○

○
○

○
○

○
○

□
㎡

□
□

□
□

便
器

床
部

分
を

1
/3

で
按

分

⑤
内

装
・

壁
壁

・
天

井
・

石
膏

ボ
ー

ド
1
2
m

m
の

上
ク

ロ
ス

張
り

○
㎡

○
○

○
○

○
○

○

（
３

）
⑥

内
装

・
床

床
:ク

ッ
シ

ョ
ン

フ
ロ

ア
材

JK
L

社
 Q

Q
1
2
3
 合

板
  
t＝

1
2
m

m
下

地
共

○
㎡

○
○

○
○

○
○

○
○

㎡
○

○
○

○

床
貼

り
施

工
費

□
人

工
□

□
□

□
□

□
□

人
工

□
□

□
□

（
５

）
⑦

便
器

様
式

便
器

M
N

社
 A

B
C

-d
e
fg

1
2
3
4

1
個

○
○

○
○

○
○

○
1

個
○

○
○

○

（
５

）
便

器
取

付
け

施
工

費
1

人
工

○
○

○
○

○
○

○
1

人
工

○
○

○
○

（
５

）
⑧

給
排

水
工

事
給

排
水

管
接

続
工

事
費

○
○

○
○

○
○

○
○

1
階

ト
イ

レ
計

小
計

○
○

○
○

○
○

○
○

諸
経

費
○

％
○

○
○

合
計

○
○

○
○

消
費

税
○

％
○

○
○

総
合

計
○

○
○

○
△

△
△

△

(※
1

)住
宅

改
修

の
種

類
：

(１
）

手
す

り
の

取
付

け
（

２
）

段
差

の
解

消
（

３
）

滑
り

の
防

止
及

び
移

動
の

円
滑

化
の

た
め

の
床

又
は

通
路

面
の

材
料

変
更

（
４

）
引

き
戸

等
へ

の
扉

の
取

替
え

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 （
５

）
様

式
便

器
等

へ
の

便
器

の
取

替
え

（
６

）
そ

の
他

住
宅

改
修

に
付

帯
し

て
必

要
と

な
る

改
修

(※
2

)名
称

：
材

料
費

、
施

行
費

、
諸

経
費

等
を

分
け

て
記

載
す

る
こ

と
。

介
護

保
険

住
宅

改
修

 工
事

費
 見

積
書

・
内

訳
書

（
介

護
保

険
給

付
対

象
工

事
を

含
む

工
事

全
体

の
見

積
）
  

【
記

入
例

】

介
護

保
険

対
象

部
分

算
出

根
拠

数
量

単
位

単
価

金
額

商
品

名
・

規
格

・
寸

法
等

住
宅

改
修

の
種

類
(※

1
)

写
真

等
番

号
改

修
場

所
改

修
部

分
名

称
(※

２
)

材
料

に
つ

い
て

は
、

製
造

メ
ー

カ
ー

・
商

品
名

・
型

番
・

規
格

・
寸

法
な

ど
の

詳
細

を
記

載
す

る
。

材
料

名
等

は
極

力
専

門
用

語
を

避
け

、
分

か
り

や
す

い
表

記
に

す
る

。

（
例

：
Ｐ

Ｂ
⇒

石
膏

ボ
ー

ド
、

Ｓ
Ｕ

Ｓ
⇒

ス
テ

ン
レ

ス
等

）

介
護

保
険

対
象

部
分

を
抽

出
す

る
場

合
は

、

そ
の

工
事

範
囲

を
明

示
す

る
。

介
護

保
険

対
象

範
囲

を
明

示
す

る
の

が
困

難
な

項
目

に
つ

い
て

は
按

分
を

し
て

、
そ

の
根

拠
を

示
す

。

介
護

保
険

給
付

申
請

に
係

る
工

事
に

つ
い

て
は

、
材

料
費

と

施
工

費
を

適
切

に
区

分
す

る
。

工
事

の
対

象
と

な
る

箇
所

の

写
真

や
図

の
番

号
を

記
載

す
る

。

介
護

保
険

対
象

部
分

の
総

合
計

(総
合

計
が

申
請

額
以

内
で

あ
れ

ば
よ

い
)

工
事

全
体

の
見

積
介

護
保

険
給

付
対

象
工

事
部

分
の

見
積

及
び

情
報

住
宅

改
修

の
種

類
を

明
示

す
る



22 

 

 

 

    【 動 線 記 入 例 】

※業者が作成した平面図に、担当の介護支援専門員の方が利用者の動線を

下記の赤線の様に記入してください。(手書きでの記入で構いません。)

前回の住改
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《写真撮影時・書類作成の時のポイント》

●日付機能のない写真機の場合は、黒板や用紙に明記し改修場所と一緒に撮影してください。 撮影日が

   ないものは受付できませんので注意してください。 

●完成後のイメージ図を写真に記入してください。

●改修の前後とも改修箇所の全景を撮影してください。

●改修の前後とも同じアングルで撮影してください。

●踏み台を設置した場合、固定部分が分かる写真を撮影してください。

●手すり等の取付け高さについて、床などからどこまでを示すか詳しく表記してください。

●手すり設置部分等の下地の強度は十分ですか?また、埋め込みですか?

●手すりの中間にジョイントが入る場合等は図で分かるよう表記していますか?

 ※写真の配置等はこの例のとおりにする必要はありません。

(床から手すりバー

・下地ＯＫ

・埋め込み

手すり(Ｌ型)

600×600ｍｍ

高さ 700mm

(床から手すりバー

住宅改修工事写真(改修前・改修後)作成例

(玄関)

●改修後の状態が分るように、高さや長さなど、スケールやメジャーで測り、そのメモリがわかるような

    写真も添付してください。

下部まで) 

(玄関)

木製踏み台

Ｗ600×300×Ｈ180ｍｍ

・下地ＯＫ

高さ700mm

・土台ＯＫ

・土台固定

(廊下)

木製手すり(Ｉ型)

1,100ｍｍ

・下地ＯＫ

下部まで) 

写 真

○年○月○日

写 真

○年○月○日

写 真 写 真

○年○月○日

写 真

写 真

ジョイント入る

○年○月○日

○年○月○日 ○年○月○日

改修前

改修前

改修前

改修後

改修後

改修後
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第５号様式（第５条関係） 

その２ 

年  月  日 

 

介護保険福祉用具購入費等受領委任払事前承認申請書（兼着工事前確認）（住宅改修用） 

 

フリガナ  保険者番号 ４６２０３６ 

被保険者氏名              被保険者番号  

生年月日 明治・大正・昭和    年  月  日 性 別 男・女 

住  所 

〒     

 

（電話番号） 

鹿屋市長 様 

  受領委任払について説明を受けたので、鹿屋市介護保険福祉用具購入費等受領委任払実施

要綱の規定に基づき、保険給付費の受領に関する権限を下記の者に委任します。 

  また、受領委任払に係る支給決定について、下記の者に通知することに同意します。 

記 

事業の種類 住宅改修 登録番号 

受任者 

所在地 

事業者名 

代表者名 

電話番号 

〒 

                         

保険適用総費用見込額（支給限度

基準額を上限とする。） 
円 

承認日 

受領委任払見込額 円 
承認番号 

※ 添付書類 

□住宅改修が必要な理由書  □改修予定費用の見積書  □改修予定箇所が分かる平面図  

□改修予定箇所の写真  □住宅改修の承諾書  □改修を行う住家の配置が分かる図面等 

注１ 改修予定費用の見積書は、改修箇所・内容・規模を明記し、材料費、施工費等諸経費を適

切に区分したものです。 

２ 住宅改修の承諾書は、改修を行う住宅の所有者が当該被保険者本人でない場合に添付して

ください。（所有者が被保険者の配偶者である場合は除く。） 

（市記入欄） 

要介護状態区分 要介護度（     ） ※給付決定額 

認定有効期間 ・  ・  ～    ・  ・   

 円 

保険料納付状況 滞納保険料（ 有 ・ 無 ） / 未納保険料（ 有 ・ 無 ） 

同年度既改修実績 （ 有 ・ 無 ）※改修額/給付額    円/    円 

受領委任払登録業者番号

を記入してください 

承認日、承認番号は未記

入で提出してください 
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第 15 号様式（第 16 条関係） 

介護保険居宅介護（介護予防）住宅改修費支給申請書 

 

 償還払  受領委任払 
 

 フ リ ガ ナ  保 険 者 番 号        
 

被保険者氏名 
  

  被 保 険 者 番 号            

 生 年 月 日 年  月  日  性 別 男・女  

 住 所 
〒 

電話番号      

 

 住宅の所有者 本人との関係（   ）  

 
改修の内容・ 

箇所及び規模 

 業 者 名   

  着 工 日 年 月 日  

  完 成 日 年 月 日  

 改 修 費 用 円  

 

 鹿屋市長     様 

 上記のとおり関係書類を添えて居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給を申請します。 

      年  月  日 

申請者 住所             

氏名          印  

 

承認番号 承認年月日 

 

注１ この申請書に、領収書、完成後の状態が確認できる書類等を添付してください。 

 

 居宅介護（介護予防）住宅改修費を下記の口座に振り込んでください。 

 

口座振替 

依 頼 欄 

銀  行 
信用金庫 
信用組合 

本 店 
支 店 
出張所 

種 目 口座番号  

 １普通預金 

２当座預金 

３その他 

        

 金融機関コード 店舗コード         
                

 フ リ ガ ナ   

 口座名義人   

    

（市記入欄） 

要介護状態区分 要介護度（     ） ※給付決定額 

認定有効期間 ・  ・  ～    ・  ・   

 円 

保険料納付状況 滞納保険料（ 有 ・ 無 ） / 未納保険料（ 有 ・ 無 ） 

同年度既改修実績 （ 有 ・ 無 ）※改修額/給付額    円/    円 

※該当する方にレ印を記入して

ください。 

受領委任払で事前申請時に市か

ら連絡のあった番号と日付を記

入してください 


